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Ⅰ総括概要 

令和 4 年度の国内経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、緩やかな持ち直

しが続きました。その一方で、ロシアのウクライナ侵攻による原油価格の高騰や、世界的な

需要増加による原材料価格の上昇が、企業のコストを押し上げています。世界的なエネルギ

ー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引締め等による世界的な景気後退懸念など、経済を取

り巻く環境は厳しさが増しました。 

こうした状況下の中で、昨年 11 月に 3 年に 1 度の役員議員の改選を行い、引き続き松久

会頭指導体制のもとで会員企業の発展と地域活性化の推進に取り組みました。 

主な取組として、新型コロナウイルス感染症対策関連の支援金・市の支援施策の個別相談、

インボイス制度対応に向けたセミナー・個別相談の開催、岐阜県のアフターコロナ・チャレ

ンジ事業者応援補助金等の申請支援など会員企業の経営安定をサポートしました。また、関

有知高校学生進路相談会、新卒・中途の就職フェア等への出展、見やすいリクルート Web サ

イトへと更新を図り雇用対策事業に取り組みました。人材育成事業では、従業員のスキルア

ップを図るセミナー・エンゲージメントセミナー、経営者向けビジネス・DX セミナー等を開

催し経営者と従業員の課題に取り組みました。DX・IT 推進事業では、事例に基づく DX セ

ミナーから専門家による個別支援により事業所のデジタル化を支援しました。販路拡大事業

では、巣籠需要を掘り起こすためネットショップのセミナー・メッセナゴヤ 2022 の出展を

行い商談機会の創出を支援しました。新規事業では、小中学生向けの「GO TO MINOTORY」

ツアーを開催し企業の認知度向上と将来の雇用促進に取り組みました。福利厚生事業では新

たにオプションで腫瘍マーカー検査を加えた健康診断の実施・かえで共済のコロナ感染症に

よる見舞金給付により会員企業の健康管理を支援しました。経営改善普及事業では、新型コ

ロナウイルス感染症に対する支援金・協力金や小規模事業者持続化補助金等各種施策の周知

と活用支援を中心に、窓口指導に重点を置いて経営支援を実施しました。 

また、次年度以降の事業の見直しと新たな事業に取り組むために会員事業所へアンケート

調査を実施しました。アンケートでは、既存事業の評価と人材の確保・人材の育成・生産性

の向上・コスト削減・技術力の強化・ブランド力の向上・IOT・DX 導入等役立つ事業の回答

を頂きました。今後、商工会議所はアンケート調査の結果を踏まえ、会員事業所に対して必

要な支援策を提供し、新たな事業に取り組んでいくことで、会員企業の発展に貢献していき

ます。 
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２.組 織          
(1) 会員数            （令和 5 年 3 月 31 日現在） 

区 分 
前年度末 
会員数  

加入者数 脱退者数 
変更 

年度末会員数 
個人 法人 

個  人 451  30  22  0  6  453  

法  人 415  7  12  6  0  416  

計 866  37  34  6  6  869  

 

会費負担口数          

負担口数 会員数 

1 719  

2～5 71  

6～9 12  

10～19 4  

20～29 33  

30～39 21  

40～49 5  

50～99 2  

100～199 1  

200～   1  

合  計 869  

 

(2) 部会                      （令和 5 年 3 月 31 日現在） 

業種 
（部会） 

会員数  所属業種 

紙 業 44  紙加工・紙原料・紙販売・紙器・印刷 

製 紙 業 24  機械抄製紙・手漉製紙 

繊 維 業 20  縫製加工・衣料品販売 

食 品 業 41  生鮮・精肉・青果・菓子・飲料 

サービス業 282  宿泊飲食・洗濯・理美容・自動車整備・医療・福祉・金融・運輸・不動産・情報 

一般商業 72  各種商品卸売・各種商品小売・自動車販売・飲食料品小売 

一般工業 205  機械金属・刃物・鉄工・プラスチック、ゴム製品製造 

土木建築業 181   土木建築・鉄工建築・コンクリート・水道・造園 

合 計 869    
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自：令和4年4月  1日

至：令和5年3月31日

（単位：円）

繰入金

繰出金

8,092,632

9,516,236

8,900,000

7,484,640

0

8,192,252

3,200,496

0

5,000,000

0

25,193,128

25,193,128

繰越金計 収入計 支出計 差引金額 繰入 繰出 合計残高

25,045,742 81,804,973 77,083,581 29,767,134 16,992,632 25,193,128 21,566,638

※一般会計・中小企業

相談所特別会計・共済

事業及会館運営特別会

計

繰入金は共済事業及会

館運営特別会計より

90,649,993

30,000,00025,000,000

合　　　　計 85,928,601 81,804,973 77,083,581 90,649,993

5
財 政 調 整 積 立

特 別 会 計
25,000,000 0 0

15,372,462

繰出金は一般会計・

退職給与積立金・財政

調整積立金会計へ

4
退職給与積立金

特 別 会 計
35,882,859 0 0 35,882,859 39,083,355

繰入金は一般会計・

中小企業相談所・

共済会計より

3
共済事業及会館

運 営 特 別 会 計
17,066,329 22,008,640 15,510,255 23,564,714

30,777,414 △ 1,245,072 170,288

繰入金は一般会計より

繰出金は一般会計・

退職給与積立金へ

1 一 般 会 計 7,840,455 30,402,949 30,795,912 7,447,492

令和4年度収支決算総括表

会　計　種　別 繰越金 収入 支出 収支残高 差 引 残 高 備  考

6,023,888

繰入金は

中小企業相談所・

共済事業及び会館運営特

別会計より

繰出金は中小企業相談所･

退職給与積立金へ

2
中小企業相談所

特 別 会 計
138,958 29,393,384
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(収入の部) (支出の部)

（単位：円)

勘 定 科 目 決 算 額 構成比率 前年対比％ 勘 定 科 目 決 算 額 構成比率 前年対比％

会 費 15,886,000 14.9% 98.3% 事 業 費 19,804,408 18.5% 88.7%

事 業 収 入 23,564,790 22.1% 97.3% 人 件 費 39,045,478 36.5% 113.3%

補助金・委託金 ・助 成金 41,889,310 39.2% 95.3% 福 利 厚 生 費 6,303,850 5.9% 110.5%

雑 収 入 464,873 0.4% 100.3% 管 理 費 9,363,045 8.8% 116.9%

前 年 度 繰 越 金 25,045,742 23.4% 117.6% 退 職 積 立 金 3,200,496 3.0% 110.3%

公 租 公 課 1,371,540 1.3% 94.5%

借 入 金 返 済 1,195,260 1.1% 102.1%

財 政 調 整 積 立 金 5,000,000 4.7% 100.0%

次 年 度 繰 越 金 21,566,638 20.2% 86.1%

合 計 106,850,715 100.0% 100.7% 合 計 106,850,715 100.0% 100.7%

決 算 額 構成比率 前年対比％

6,023,888 27.9% 76.8%

170,288 0.8% 122.5%

15,372,462 71.3% 90.1%

21,566,638 100.0% 86.1%

共済事業及会館運営特別会計

合 計

令和4年度　総括収支計算書

次年度繰越金の内訳

一 般 会 計

中小企業相談所特別会計

15,886,000

会費

14.9%

23,564,790

事業収入

22.1%

41,889,310

補助金・委託金・助成金

39.2%

464,873

雑収入

0.4%

25,045,742

前年度繰越金

23.4%

【支出の部】【収入の部】

19,804,408

事業費

18.5%

39,045,478

人件費

36.5%

6,303,850

福利厚生費

5.9%

9,363,045

管理費

8.8%

3,200,496

退職積立金

3.0%

1,371,540

公租公課

1.3%

1,195,260

借入金返済

1.1%

5,000,000

財政調整積立金

4.7%
21,566,638

次年度繰越金

20.2%
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令和5年3月31日現在

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】

流動資産 22,717,215 流動負債 1,150,577

現 金 357,754 未払金 763,099

当 座 預 金 2,604,451 前受金 231,008

普 通 預 金 18,549,102 預り金 156,470

未 収 金 612,908

仮 払 金 593,000

固定資産 204,477,158 固定負債 39,585,925

（有形固定資産） 130,673,803 長期借入金 302,570

建 物 及 び 付 属 設 備 90,208,082 預り保証金 200,000

什 器 備 品 1,783,082 退職給与引当金 39,083,355

車 輌 74,001

土 地 38,608,638 【正味財産の部】

積　立　金 30,000,000

財政調整積立金 30,000,000

（その他固定資産） 73,803,355 剰　余　金 156,457,871

出 資 金 4,520,000 固 定 財 産 134,891,233

退 職 給 与 積 立 金 39,083,355 一般会計  収支剰余金 6,023,888

財 政 調 整 積 立 金 30,000,000
中小企業相談所特別会計

収支剰余金
170,288

保 証 金 200,000
共済及会館運営特別会計

収支剰余金
15,372,462

正 味 財 産 計 186,457,871

合 計 227,194,373 合 計 227,194,373

貸　借　対　照　表

借 方 貸 方
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令和5年3月31日

（単位：円）

勘　定　科　目 金　　　額

【資産の部】

流動資産 22,717,215

現金及び預金 21,511,307

現金手許有高 357,754

当座預金 2,604,451

普通預金 18,549,102

未収金 612,908

県補助金 612,908

仮払金 593,000

仮払消費税他 593,000

固定資産 204,477,158

（有形固定資産） 130,673,803

建物及び付属設備 取得価格 156,571,307

償却累計額 △ 66,363,225 90,208,082

什器備品 取得価格 7,834,175

償却累計額 △ 6,051,093 1,783,082

車輌 取得価格 2,483,215

償却累計額 △ 2,409,214 74,001

土地 38,608,638 38,608,638

（その他固定資産） 73,803,355

出資金 4,520,000

保証金 普通預金 200,000

退職給与積立金 39,083,355

財政調整積立金 定期預金 30,000,000

227,194,373

【負債の部】

流動負債 1,150,577

未払金 763,099

前受金 231,008

預り金 156,470

固定負債 39,585,925

長期借入金 302,570

預り保証金 200,000

退職給与引当金 39,083,355

40,736,502

186,457,871

資産の部合計

負債の部合計

差引正味財産

財　産　目　録

摘　　　　　　要


